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【スポット調査】2025年度賃金動向について 

 

要旨 

 

⚫ 本調査は、県内企業における賃上げ実施予定や今後の動向等について実態を把握することを目的に

実施しました。 

⚫ 2025 年度（令和 7 年度）の賃上げ実施予定について、「引き上げ予定」は 44.2％、「検討中」は

39.4％、「実施しない」は 16.4％となりました。業種別にみると、「引き上げ予定」と回答した割

合が最も大きい業種は【卸売業（69.2％）】となり、次いで【医療・福祉（57.1％）】、【専門・

技術サービス業（51.4％）】などと続いています。従業員規模別の結果をみると、「引き上げ予

定」と回答した割合は、「50～99 人」が 73.9％と最も割合が高くなりました。一方、「1～4 人」

は 14.0％と最も割合が低くなりました。 

⚫ 賃上げ実施予定の内容について、「ベースアップ（60.4％）」の割合が最も高く、次いで「定期昇

給（38.2％）」、「賞与（一時金）の増額等（22.2％）」などと続いています。 

⚫ 賃金の引き上げを予定する理由について、「従業員の定着率向上のため（72.4％）」の回答割合が

最も高く、次いで「物価動向に応じた対応のため（50.7％）」、「従業員の採用のため

（28.4％）」などと続いています。一方、賃上げを実施しない理由は「同業他社の動向をみて

（25.0％）」の回答割合が最も高く、次いで「将来の業績見通しが不透明（20.5％）」などと続い

ています。 

⚫ 賃上げ予定率について、「1～2％未満」が 27.1％と最も割合が高く、次いで「2～3％未満」の

25.8％、「3～5％未満」の 24.0％などと続いています。「5％以上」の回答割合は 14.2％とおおよ

そ７社中１社となり、５％以上の賃上げの難しさが確認できます。 

⚫ 2025 年度（令和 7 年度）の採用予定について、「ある」の回答割合は 52.0％、「不足が発生した際

に検討」は 26.0％、「ない」は 21.9％となりました。業種別にみると、「ある」と回答した割合が

最も大きい業種は【その他サービス業（宿泊・飲食等）（73.3％）】となり、次いで【製造業

（69.6％）】、【医療・福祉（60.7％）】などと続いています。 

⚫ 賃上げ予定と採用予定の有無との相関をみると、一方の数値が増えれば、他方も増える中程度の相

関が確認できます。 

⚫ 景気が拡大基調にあるなか、県内企業において業況改善がみられる一方、賃上げについては慎重な

姿勢が窺えます。  
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1. 調査概要 

（1）調査目的：県内企業における賃上げ実施予定や今後の動向等について、実態を把握することを目的

に実施しました。 

（2）調査実施期間：2025年２月下旬～３月中旬 

（3）調査対象：県内企業 269社回答 

(4）調査方法：WEBアンケート調査（回答者：代表者 56.5％、役員・管理職 23.4％、総務・経理 19.3％、 

その他 0.7％） 

（5）業種・従業員構成： アンケート回答企業の業種や従業員構成は下記の通りです。 

 

回答企業の業種構成            回答企業の従業員規模構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本調査の集計結果について、小数点第二位以下を四捨五入しており合計が一致しない場合があります。 

※回答数が少ない業種等はデータに偏りが発生するため、精度が低くなることに留意が必要です。 

 

 

 

＜参考＞賃上げに関する概況 

・  内閣府の政策態度として、「経済財政運営に当たっては、デフレ脱却を確かなものとするため、経

済あっての財政との考え方に立ち、賃上げと投資が牽引する成長型経済を実現していく」とされて

います。 

・  沖縄県においても、県民所得の着実な向上につながる企業の「稼ぐ力」の強化を実現するため、国・

県・経済団体・金融機関・労働者団体の共同で「適切な価格転嫁及び賃金の引上げの推進により地

域経済の活性化に取り組む共同宣言（パートナーシップ構築宣言）」を発出しています。 

・  賃上げにより適切な賃金が従業員へ還元されることで、消費拡大により経済の好循環へと繋がる

と考えられます。 
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2. 2025 年度（令和 7 年度）の賃上げ実施予定について 

（1）全体の回答結果 

【2025 年度（令和 7年度）の賃上げ実施予定について、1つ選択ください】という設問について、「引

上げ予定」は 44.2％、「検討中」は 39.4％、「実施しない」は 16.4％となりました。「引き上げ予定」と

「検討中」を合わせると 83.6％となり、８割以上の企業が賃上げを検討している結果となりました。一

方、「実施しない（16.4％）」と回答した企業は６社の内１社程度の割合となりました。 

【全体】2025年度（令和 7年度）の賃上げ実施予定（n=269） 

 
 

参考 

前年（2024 年 1-3 月期）に行った同調査と比較すると、「引き上げ予定」と回答した企業の割合

は 0.1 ポイント減少、「検討中」は 3.2 ポイント増加、「実施しない」は 3.1 ポイント減少しまし

た。 

【参考】過去調査との比較※ 

 

※調査対象社や対象社数等は異なります。 
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（2）業種別の回答結果 

業種別の結果をみると、「引き上げ予定」と回答した割合が最も大きい業種は【卸売業（69.2％）】と

なり、次いで【医療・福祉（57.1％）】、【専門・技術サービス業（51.4％）】などと続いています。 

【業種別】2025年度（令和 7年度）の賃上げ実施予定（ｎ=269） 

 

 

 

（3）従業員規模別の回答結果 

従業員規模別の結果をみると、「引き上げ予定」と回答した割合は、「50～99人」が 73.9％と最も割合

が高くなりました。一方、「1～4人」は 14.0％と最も割合が低くなりました。 

【従業員規模別】2025 年度（令和 7年度）の賃上げ実施予定（ｎ=269） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

(%)
全体 (269)

(23)

(19)

(34)

(26)

(24)

(6)

(28)

(30)

(6)

(36)

(37)

製造業

土木業

建築業

卸売業

小売業

情報通信サービス業

医療・福祉

その他サービス業（宿泊・飲食等）

運輸業、郵便業

不動産業、物品賃貸業

専門・技術サービス業、他

44.2

47.8

26.3

35.3

69.2

45.8

50.0

57.1

43.3

50.0

22.2

51.4

39.4

39.1

63.2

41.2

23.1

41.7

50.0

39.3

40.0

33.3

36.1

37.8

16.4

13.0

10.5

23.5

7.7

12.5

3.6

16.7

16.7

41.7

10.8

引き上げ予定 検討中 実施しない

(%)
全体 (269)

(50)

(40)

(59)

(34)

(32)

(23)

(31)

1～4人

5～9人

10～19人

20～29人

30～49人

50～99人

100人以上

44.2

14.0

25.0

47.5

64.7

56.3

73.9

54.8

39.4

38.0

50.0

39.0

35.3

43.8

17.4

45.2

16.4

48.0

25.0

13.6

8.7

引き上げ予定 検討中 実施しない
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3. 賃上げ実施予定の内容について 

（1）全体の回答結果 

【賃上げ実施予定の内容について、選択ください ※複数回答可】という設問について、「ベースアッ

プ（60.4％）」の割合が最も高く、次いで「定期昇給（38.2％）」、「賞与（一時金）の増額等（22.2％）」

などと続いています。 

【全体】2025年度（令和 7年度）の賃上げ実施予定（n=225） 

 

※“2. 2025年度（令和 7年度）の賃上げ実施予定”において「引き上げ予定」、「検討中」と回答した企業を対象。 

 

 

 

 

 

  

定期昇給・・・・・一定期間勤務し、一定の条件を満たした労働者の基本給額について、定期的に増額することがあら

かじめ労働協約、就業規則等で定められているもの。但し、会社の業績による 

ベースアップ・・・会社の賃金表や賃金テーブルを書き換え、全社員の賃金を一律に引き上げること 

賞与（一時金）・・ 夏・冬・期末等に支給される支給額が確定していない一時金（ボーナス） 
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4. 賃上げ予定率について 

（1）全体の回答結果 

【2025 年度の賃上げ予定率について、1つ選択ください】という設問について、「1～2％未満」が 27.1％

と最も割合が高く、次いで「2～3％未満」の 25.8％、「3～5％未満」の 24.0％などと続いています。一

方、「5％以上」の回答割合は 14.2％とおおよそ７社中１社となり、５％以上の賃上げの難しさが確認で

きます。 

【全体】2025年度（令和 7年度）の賃上げ予定率（n=225） 

 
※“2. 2025年度（令和 7年度）の賃上げ実施予定”において「引き上げ予定」、「検討中」と回答した企業を対象。 

 

参考 

前年（2024 年 1-3 月期）に行った同調査と比較すると、「5％以上」と回答した企業の割合は 2.6 ポ

イント減少しました。 

【参考】過去調査との比較※ 

 
※調査対象社や対象社数等は異なります。 
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（2）業種別の回答結果 

業種別の結果をみると、「5％以上」と回答した割合が最も大きい業種は【その他サービス業（宿泊・

飲食等）（36.0％）】となっており、賃上げに積極的な様子が窺えます。一方、「1％未満」と「1～2％未

満」を合わせると【医療・福祉（51.8％）】が最も高く、次いで【建築業（46.1％）】などと続いていま

す。 

【業種別】2025年度（令和 7年度）の賃上げ予定率（ｎ=225） 

 

※“2. 2025年度（令和 7年度）の賃上げ実施予定”において「引き上げ予定」、「検討中」と回答した企業を対象。 

 

 

（3）従業員規模別の回答結果 

従業員規模別の結果をみると、「5％以上」と回答した割合は、「50～99 人（33.3％）」が最も高くなり

ました。一方、「1％未満」と「1～2％未満」を合わせると「5～9人」が 53.3％と最も割合が高く、次い

で「1～4人」の 46.1％と小規模事業者は賃上げ率が低くなっています。 

【従業員規模別】2025 年度（令和 7年度）の賃上げ予定率（ｎ=225） 

 

※“2. 2025年度（令和 7年度）の賃上げ実施予定”において「引き上げ予定」、「検討中」と回答した企業を対象。 

 

 

 

(%)

全体 (225)

(20)

(17)

(26)

(24)

(21)

(6)

(27)

(25)

(5)

(21)

(33)

製造業

土木業

建築業

卸売業

小売業

情報通信サービス業

医療・福祉

その他サービス業（宿泊・飲食等）

運輸業、郵便業

不動産業、物品賃貸業

専門・技術サービス業、他

8.9

15.0

11.8

3.8

20.8

4.8

7.4

8.0

14.3

3.0

27.1

10.0

29.4

42.3

4.2

23.8

16.7

44.4

16.0

40.0

28.6

36.4

25.8

35.0

23.5

38.5

12.5

23.8

16.7

25.9

12.0

28.6

36.4

24.0

20.0

17.6

15.4

50.0

33.3

50.0

11.1

28.0

40.0

14.3

18.2

14.2

20.0

17.6

12.5

14.3

16.7

11.1

36.0

20.0

14.3

6.1

1％未満 1～2％未満 2～3％未満 3～5％未満 5％以上

(%)

全体 (225)

(26)

(30)

(51)

(34)

(32)

(21)

(31)

1～4人

5～9人

10～19人

20～29人

30～49人

50～99人

100人以上

8.9

11.5

10.0

9.8

11.8

9.4

6.5

27.1

34.6

43.3

27.5

17.6

21.9

14.3

29.0

25.8

30.8

20.0

23.5

35.3

15.6

33.3

25.8

24.0

19.2

16.7

25.5

23.5

28.1

19.0

32.3

14.2

3.8

10.0

13.7

11.8

25.0

33.3

6.5

1％未満 1～2％未満 2～3％未満 3～5％未満 5％以上
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5.  賃金の引き上げを予定する理由（実施しない理由）について 

（1）【賃金の引き上げを予定する理由について選択ください（複数回答可）※】の設問について、「従業

員の定着率向上のため（72.4％）」の回答割合が最も高くなり、次いで「物価動向に応じた対応のため

（50.7％）」、「従業員の採用のため（28.4％）」などと続いています。 

 

賃金の引き上げを予定する理由（n=225）※ 

 
※“2. 2025年度（令和 7年度）の賃上げ実施予定”において「引き上げ予定」、「検討中」と回答した企業を対象。 

 

（2）【賃上げを実施しない理由について選択ください（複数回答可）※】の設問について、「同業他社の

動向をみて（25.0％）」の回答割合が最も高くなりました。次いで、「将来の業績見通しが不透明（20.5％）」

などと続いています。 

 

賃上げを実施しない理由（n=44）※ 

 
※“2. 2025年度（令和 7年度）の賃上げ実施予定”において「実施しない」と回答した企業を対象。 
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6.  2025 年度（令和 7 年度）の採用予定について 

【2025 年度（令和 7年度）に採用予定はありますか（パート・アルバイト等含む）】の設問について、

「ある（52.0％）」の回答割合が最も高くなり、半数以上の企業が新規採用を予定している結果となりま

した。 

【全体】2025年度（令和 7年度）の採用予定（n=269） 

 

 

 

（2）業種別の回答結果 

業種別の結果をみると、「ある」と回答した割合が最も大きい業種は【その他サービス業（宿泊・飲

食等）（73.3％）】となっており、次いで【製造業（69.6％）】、【医療・福祉（60.7％）】などと続いてい

ます。 

【業種別】2025年度（令和 7年度）の採用予定（ｎ=269） 

 
 

 

 

 

 

(%)

全体 (269)

(23)

(19)

(34)

(26)

(24)

(6)

(28)

(30)

(6)

(36)

(37)

製造業

土木業

建築業

卸売業

小売業

情報通信サービス業

医療・福祉

その他サービス業（宿泊・飲食等）

運輸業、郵便業

不動産業、物品賃貸業

専門・技術サービス業、他

52.0

69.6

47.4

52.9

38.5

58.3

50.0

60.7

73.3

50.0

22.2

54.1

26.0

17.4

31.6

20.6

50.0

33.3

33.3

35.7

10.0

33.3

16.7

24.3

21.9

13.0

21.1

26.5

11.5

8.3

16.7

3.6

16.7

16.7

61.1

21.6

ある 不足が発生した際に検討 ない
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（3）採用予定（不足の際に採用したい）の人材の回答結果 

 採用予定が「ある」または「不足の際に検討」と回答した企業へ、「採用予定（不足の際に採用し

たい）の人材を選択ください（複数回答可）」の設問を設けました。全体では「中途採用（経験者）

（65.7％）」を予定している企業割合が最も高くなりました。次いで、「パート・アルバイト・嘱託

（46.7％）」、「中途採用（未経験者）（41.9％）」などと続いています。 

【業種別】採用予定（不足の際に採用したい）の人材（ｎ=210） 

 
※“6. 2025年度（令和 7年度）の採用予定について”において「ある」、「不足の際に検討」と回答した企業を対象。 

 

参考 

賃上げ予定と採用予定等の相関がどの程度なのか、相関分析を行いました。賃上げ予定と同時に行っ

た業況 DI（売上や採算の良し悪し）との相関はほとんどない一方、賃上げ予定と採用予定の有無との

相関をみると、一方の数値が増えれば他方も増える、中程度の相関が確認できました。 

【参考】賃上げ予定と採用予定等の相関について 

 

パート・
アルバイ
ト・嘱託

派遣社員 外国人労
働者

職業訓練
校生

新卒（高
卒）

新卒（専
門・短
大・大学
卒以上）

中途採用
（未経験
者）

中途採用
（経験
者）

その他

全体 (210) 46.7 7.6 11.9 4.8 21.4 28.6 41.9 65.7 2.4

(20) 60.0 15.0 15.0 5.0 25.0 20.0 40.0 50.0 0.0

(15) 13.3 0.0 13.3 6.7 20.0 13.3 26.7 80.0 0.0

(25) 12.0 4.0 8.0 12.0 32.0 32.0 36.0 64.0 4.0

(23) 47.8 8.7 13.0 8.7 34.8 47.8 65.2 73.9 4.3

(22) 59.1 4.5 9.1 0.0 18.2 22.7 36.4 45.5 0.0

(5) 20.0 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 40.0 100.0 0.0

(27) 66.7 14.8 14.8 0.0 7.4 25.9 25.9 74.1 0.0

(25) 68.0 8.0 20.0 0.0 36.0 44.0 52.0 72.0 4.0

(5) 40.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 80.0 80.0 0.0

(14) 57.1 0.0 7.1 7.1 7.1 7.1 14.3 50.0 7.1

(29) 37.9 10.3 10.3 6.9 17.2 34.5 55.2 65.5 3.4

不動産業、物品賃貸業

専門・技術サービス業、他

小売業

情報通信サービス業

医療・福祉

その他サービス業（宿泊・飲食等）

運輸業、郵便業

製造業

土木業

建築業

卸売業
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業況感 売上高 採算 採用予定 賃上げ予定 |ｒ| 解釈

業況感 1.00 0.0 ～ 0.2　 相関がない

売上高 0.83 1.00 0.2 ～ 0.4　 弱い相関がある

採算 0.66 0.67 1.00 0.4 ～ 0.7　 中程度の相関がある

採用予定 0.11 0.13 0.09 1.00 0.7 ～ 1.0　 強い相関がある

賃上げ予定 -0.02 0.04 0.00 0.49 1.00 出典：廣瀬毅士・寺島拓幸（2010）

社会調査のための統計データ分析


